
 

 

 

ＤＸの推進について 

 

１．はじめに 

本市では、社会のデジタル化の進展や少子高齢化等により生じた行政課題に対応す

るため、行政のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を推進しています。近年

のＩＣＴ技術の急速な発展により、市民生活や行政サービスの在り方は大きく変化し

ました。こうした背景の下、本市では、２０２３（令和５）年４月に「名張市ＤＸ推

進計画」（２０２３（令和５）年度～２０２６（令和８）年度）を策定し、市役所全

体でデジタル社会の実現に向けた取組を進める方針を打ち出しました。同計画では、

「デジタルで便利な行政サービスの提供」、「デジタルで行政運営の効率化」、「デ

ジタルで新たな価値創造」の三つの基本方針を掲げ、行政サービスの質の向上と業務

効率化、新たな地域価値の創出を目指しています。 

 

２．これまでのデジタル化等の取組について 

市民サービスの向上や業務の効率化を図るためにこれまでに行ってきた主な取組は、 

下表のとおりです。 

 

年 度 内 容 

２００２ 

（平成１４）年度 

・図書館の図書のオンライン予約開始 

・市民センター・スポーツ施設等のオンライン予約開始 

２００６ 

（平成１８）年度 

・文書管理・電子決裁、財務契約管理・旅費管理システム、職

員申請システム稼働 

・住民基本台帳カード（住基カード）を利用した証明書の自動

交付機による交付サービス開始 

２０１１ 

（平成２３）年度 
・地方税ポータルシステム（ｅＬＴＡＸ）開始 

２０１２ 

（平成２４）年度 
・名張市公式Ｆａｃｅｂｏｏｋ開設 

２０１４ 

（平成２６）年度 
・ふるさと納税のインターネット申込開始 

２０１５ 

（平成２７）年度 

・住基カードを利用した証明書のコンビニ交付サービス開始

（自動交付機による交付サービス終了） 

・議会タブレット端末導入 

２０１６ 

（平成２８）年度 

・マイナンバーカードを利用した証明書のコンビニ交付サービ

ス開始 
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年 度 内 容 

２０１７ 

（平成２９）年度 

・マイナンバーカードを利用した子育て関係１１手続の様式の

ダウンロード開始 

２０１８ 

（平成３０）年度 

・マイナンバーカードを利用した子育て関係１１手続の申請受

付開始 

・名張市公式Ｔｗｉｔｔｅｒ（現：Ⅹ）開設 

２０１９ 

（令和元）年度 

・名張市公式Ｉｎｓｔａｇｒａｍ開設 

・ごみ分別アプリ（さんあ～る）導入 

２０２０ 

（令和２）年度 

・９４５様式の押印義務付けを廃止 

・名張市公式ＹｏｕＴｕｂｅ開設 

・ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡ、ＡＩ議事録システム導入検証実施 

２０２１ 

（令和３）年度 

・小中学校タブレット端末導入（ＧＩＧＡスクール構想） 

・名張子育てＬＩＮＥ開設 

２０２２ 

（令和４）年度 

・ＡＩ議事録作成支援システムトライアル実施 

・名張市公式ＴｉｋＴｏｋ開設 

・オンラインによる来庁予約（マイナンバー受取予約）、イベ

ント、研修等の申請開始 

２０２３ 

（令和５）年度 

・ＡＩ議事録作成支援システム導入 

・自治体専用ビジネスチャットツール導入 

・名張市公式ＬＩＮＥリニューアル（ごみ分別アプリ（さんあ

～る）サービス終了） 

・マイナンバーカードを利用した手続申請受付拡充 

２０２４ 

（令和６）年度 

・生成ＡＩ基盤の試行的利用 

・ノーコードツール／ローコードツール「ｋｉｎｔｏｎｅ」の

試行的利用 

 

３．名張市ＤＸ推進計画の取組について 

（１）計画期間 

２０２３（令和５）年度～２０２６（令和８）年度の４年間 

 

（２）計画の方向性 

ア．デジタルで便利な行政サービス（基本方針１） 

デジタル技術の活用で、市民が手続きのために来庁する必要を最小化し、また、

来庁する必要がある場合においても、手続が短時間で済むよう工夫していきます。

加えて、市民一人ひとりのニーズをきめ細かく捉え、必要とする情報のプッシュ型

情報発信や利用者中心の行政サービスの実現を目指します。 

・行政手続のオンライン化の推進 

・誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化 

・徹底的な安全性の確保 
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イ．デジタルで行政運営の効率化（基本方針２） 

現在直面している少子高齢化や人口減少社会の進展により、今後働き手が減少す

る見込みです。そのような状況でも必要とされるサービスを維持・向上させていく

ためには、デジタル技術を活用しながら業務効率化を図ることが重要です。デジタ

ル技術を活用したツールの利用などで、行政運営の効率化や簡素化に取り組み、持

続可能な行政サービスの提供を目指します。 

・業務効率を追求するデジタル化 

・ＡＩ等の先進技術の活用 

・デジタルで業務を完結 

・職員の意識改革と人材育成 

 

ウ．デジタルで新たな価値創造（基本方針３） 

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０（創造社会）は、ＤＸと多様な人々の想像力・創造力の融

合によって価値創造と課題解決を図り、自ら創造していく社会であり、ＤＸによっ

て、明るい未来社会を作り上げていく視点が重要とされています。集積する高度先

端技術等を活かした新たな価値・サービスの創造や超少子高齢社会が抱える諸課題

の解決が期待されており、データのオープン化やデータ活用に向けた基盤づくりな

どの環境整備が重要となるため、本市が所有しているデータを、個人情報を守りな

がら、誰でも自由に活用できる取組を行います。さらには、デジタル技術を活用

し、効率化により生み出した時間を、職員にとっても価値のあることに活用する職

場風土の醸成に取り組みます。 

・市が保有するデータの提供 

・ＢＰＲの推進 

 

（３）取組状況について 

ア．デジタルで便利な行政サービス（基本方針１） 

（ア）行政手続のオンライン化の推進 

令和５年度に名張市公式ＬＩＮＥのリニューアルを実施し、市政全般の情報

発信が可能となりました。市民に事前に設定いただくことで、自身が知りたい情

報や必要な情報、例えばイベントや自然災害、広報なばりの発行、ごみ収集日の

お知らせ、議会日程等の情報を配信しています。さらには、子育て関係の来庁予

約や各種申請、助産師相談をＬＩＮＥで受付できるようにしているほか、令和６

年度から、広報なばりの掲載記事をご覧いただき、市の取組等についてご意見を

伺うＬＩＮＥを活用した市民アンケ―ト「広報ｅモニター」の運用を始めていま

す。 
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また、本市における、令和７年５月末時点の人口に対するマイナンバーカー

ドの保有枚数率は７９．５％であり、全国平均の７８．５％、県内平均の７８．

４％のいずれと比較しても高い状況となっています。マイナンバーカードの普及

とともにマイナポータルを通じた行政手続の拡大や、住民票の写しや印鑑登録証

明書、戸籍全部事項証明書（戸籍謄本）、戸籍一部事項証明書（戸籍抄本）、所

得（課税）証明書等のコンビニエンスストアにおける証明書交付サービス（コン

ビニ交付）を推進することにより、市民サービスの向上と窓口業務における職員

の負担軽減に取り組んでいます。 

 

（イ）誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化 

市ホームページにおいては、ウェブアクセシビリティの確保、維持向上に継続的

に取り組んでおり、広報なばりの点訳や録音をして希望者に配布するとともに、市

内のボランティア団体の協力により音声版広報なばりを市ホームページに掲載して

います。また、総務省の「デジタル活用支援推進事業」を活用し、高齢者等を対象

としたスマホ教室を開催しています。 

 

（ウ）徹底的な安全性の確保 

本市では、「名張市情報セキュリティポリシー」を策定し、行政事務の安定的な

運営と市民の財産・プライバシー等を守るため情報セキュリティ対策に取り組んで

います。 

 

イ．デジタルで行政運営の効率化（基本方針２） 

（ア）業務効率を追求するデジタル化 

自治体専用ビジネスチャットツール「ＬｏＧｏチャット」を導入し、職員間及び

他自治体職員との迅速な情報共有を図っています。リアルタイムでのメッセージ交

換により、庁内の情報共有が円滑化され、ペーパーレス化、業務効率の向上につな

げています。 

また、専門的（プログラミング）な知識やスキルがなくても直感的な操作で業務

アプリやシステムを開発できるノーコード／ローコードツール「ｋｉｎｔｏｎｅ」

の試行的利用を通じて、職員自らが業務アプリを開発・修正できる環境整備を進

め、市全体のデジタル化やＤＸを促進し、業務改善を図ります。 

 

（イ）ＡＩ等の先進技術の活用 

ＡＩ会議録作成支援システムを導入し、会議録作成の効率化と市民との情報共有

の迅速化に努めています。また、業務効率の向上、企画立案の充実、事務作業の手
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戻りの減少など、職員の負担軽減と業務の質向上を目指し、生成ＡＩの導入に向け

た試行的利用を行っています。 

 

（ウ）デジタルで業務を完結 

従来から文書管理等の内部事務システムの整備を進めるとともに、近年では、オ

ンライン会議ツールを活用した関係機関・団体等の会議も増加傾向にあり、時間や

場所にとらわれない柔軟な業務運営を行っています。また、会議資料についても、

紙媒体から電子データへの移行が進んでおり、事前準備に掛かる業務負担の軽減、

会議後の資料共有の迅速化など、業務の効率化につなげています。 

 

（エ）職員の意識改革と人材育成 

部長級職員へのマネジメント能力向上研修、室長級職員へのＤＸ推進の判断力向

上研修、一般職員へのｅラーニングによるＤＸスキル向上研修など、階層別の研修

を実施し、限られた人員で質の高い行政サービスを提供するため、職員一人ひとり

がＤＸ化の必要性、重要性を認識し、市民サービスの向上や業務改善に向け自ら考

え行動できる人材を育成できるよう必要な研修を実施します。 

 

ウ．デジタルで新たな価値創造（基本方針３） 

（ア）市が保有するデータの提供 

三重県による全市町におけるオープンデータの作成及び公開の取組として、子ど

ものお出かけ先、避難所・避難場所、観光地写真、コミュニティバスの時刻表を掲

載しています。掲載する情報の更新や拡張により、行政の透明性や公共サービスの

向上、官民協働や経済活性化の促進に努めます。 

 

（イ）ＢＰＲの推進 

少ない職員数で厳しい財政状況の中、全庁的な改革を進めていくため、令和４年

度に業務の棚卸ろしを実施しました。今後、過年度の業務量調査の結果を生かし、

業務のシステム化やＲＰＡなどの導入検討を進めます。 

 

３．計画の推進体制について 

本市における推進体制として、市長、副市長及び各部局等の長で構成する「名張市

行政・デジタル改革推進本部」を設置し、デジタル化に関する施策の基本的な方針及

び重要施策を審議するとともに、部局間の総合調整を行うことにより、デジタル化施

策を計画的かつ効率的な推進に取り組んでいます。 
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４．今後の取組の方向性について 

自治体ＤＸの最終目的は、「市民目線での利便性向上」と「持続可能な行政経営」

の両立ですが、現状では、職員の業務効率化（ＡＩ議事録や生成ＡＩの導入等）に向

けた取組の比重が大きい状況にあります。今後は、業務効率化で生まれたリソース

（人や時間等）を活用し、市民にとって、より質の高いサービス提供を目指します。 
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